
安来市再生可能エネルギー機器等設置費補助金交付要綱

（目的）

第１条 市は、地球温暖化防止対策の一環として市民のクリーンエネルギー利用を

積極的に支援し、もって環境への負荷の少ない再生可能エネルギー利用の普及促

進を図るため、安来市再生可能エネルギー機器等設置費補助金（以下「補助金」

という。）を交付するものとし、その交付等については、安来市補助金等交付規

則（平成１６年安来市規則第５３号）に定めるもののほか、この告示の定めると

ころによる。

（補助対象設備）

第２条 補助金の交付の対象となる設備（以下「補助対象設備」という。）は、次

に掲げるものであって、市内に存する建物等に適切に配置し、かつ、別表に掲げ

る補助対象設備の区分に応じて、同表に掲げる要件を満たすものとする。

（１）住宅用太陽光発電設備

（２）太陽熱利用設備

（３）蓄電池設備

（４）木質バイオマス熱利用設備

（補助対象者）

第３条 補助金交付の対象者は、別表に掲げる補助対象者のいずれかに該当し、か

つ、市税の滞納がない者とする。ただし、同一の申請者に交付することができる

補助金は、同一年度内に１回を限度とする。

（補助対象の経費）

第４条 補助金の対象となる経費(以下「補助対象経費」という。)は、補助対象設

備の購入及び設置工事に係る費用とする。ただし、住宅用太陽光発電設備及び蓄

電池設備において、補助対象設備を更新する場合は対象としない。

（補助金の額）

第５条 補助金は、別表に掲げる補助対象設備の区分に応じ、それぞれ同表に定め

る額を、予算の範囲内で交付する。

（交付申請）



第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、設備の

設置工事の着手前に再生可能エネルギー機器等設置費補助金交付申請書（様式第

１号）に次に掲げる書類を添付して、市長に提出しなければならない。

（１）補助事業に要する費用の内訳が記載された契約書又は見積書の写し

（２）設置予定箇所の位置図及び写真

（３）補助対象設備の仕様等が確認できるカタログ等の写し

（４）新築の家屋又は事業所等に設置する場合（建築確認（建築基準法（昭和２５年

法律第２０１号）第６条第１項に規定する確認をいう。）が不要な場合を除く。）

にあっては、建築確認済証の写し

（５）情報提供同意書（様式第２号）

（６）自らが所有しない家屋又は事業所等に設置する場合にあっては、承諾書（様

式第３号）

（７）申請者の市税の滞納がない旨を証明する納税証明書

（８）その他市長が必要と認める書類

（実績報告）

第７条 補助金交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助事

業が完了したときは、再生可能エネルギー機器等設置費補助金実績報告書（様式

第４号）に次に掲げる書類を添付して、当該補助事業の完了した日から起算して

１月以内又は当該年度の２月末日のいずれか早い期日までに市長に報告しなけれ

ばならない。

（１）補助事業に要した費用に係る領収書及び内訳書の写し

（２）設置状況を示す写真

（３）補助対象設備のうち住宅用太陽光発電設備にあっては、電力会社との電力

受給契約書の写し

（４）新築の家屋に設置した場合にあっては、住民票の写し

（５）新築の事業所等に設置した場合にあっては、登記事項証明書又は現在事項

全部証明書の写し

（６）その他市長が必要と認める書類

（稼動状況報告）



第８条 太陽熱利用設備を設置することにより補助金の交付を受けた者は、補助対

象設備を設置した月の翌月から２年間、毎月の電気代、ガス代等の状況を太陽熱

利用設備稼働状況報告書（様式第５号）により、年度ごとに市長に報告しなけれ

ばならない。

（処分の制限等）

第９条 補助事業者は、当該補助事業により取得した財産等について、市長の承認

を受けた場合を除き、法定耐用年数の期間内において、補助金交付の目的に反し

て処分してはならない。

（その他）

第１０条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この告示は、令和５年４月１日から施行する。

（安来市太陽熱利用設備設置費補助金交付要綱の廃止）

２ 安来市太陽熱利用設備設置費補助金交付要綱（平成２８年安来市告示第４号）

は廃止する。ただし、同告示第８条及び第９条の規定は、この告示の施行後も、

なおその効力を有する。

附 則（令和６年３月２９日告示第７３号)

この告示は、令和６年４月１日から施行する。

別表（第２条、第３条、第５条関係）

補助対象

設備

補助対象設備の要件 補助対象者 補助金の算定及

び限度額

1 住宅

用太陽

光発電

設備

1 家屋の屋根等に

設置される太陽光

で発電する設備で

あること。

2 設置時に再生可

能エネルギー電気

の利用の促進に関

する特別措置法

(平成 23 年法律第

108 号)に基づく

固定価格買取制度

1 市内に住所を有し、原

則として自らが所有

し、自己の居住の用に

供する家屋(単身赴任

等の事由により一時的

に市外に居住する場合

において当該所有者と

生計を一にする家族が

居住する家屋及び店舗

又は事務所等を併用す

る家屋を含む。)におい

住宅用太陽光発

電設備に係る太

陽電池の公称最

大出力(小数点以

下第 3 位を切り

捨てた数値)に 1

キロワット当た

り 3 万円を乗じ

て得た額(当該額

に 1,000 円未満

の端数が生じる



の認定を取得した

ものであって、低

圧配電線と逆潮流

有りで連系し、か

つ、太陽電池の公

称最大出力の合計

値又はパワーコン

ディショナの定格

出力が 10 キロワ

ット未満のもので

あること。

3 未使用品である

こと。

て利用するために補助

対象設備を設置する者

2 第 6 条の交付申請の

日において、前号に該

当しない者であって

も、第 7 条の実績報告

の日において前号に該

当することとなる者

ときはこれを切

り捨てた額)とす

る。ただし、12

万円を限度とす

る。

2 太陽

熱利用

設備

1 住宅又は事業の

用に供する建物に

設置し、不凍液等

を強制循環する集

熱器及び蓄熱槽か

ら構成され、給湯

又は冷暖房等に利

用する設備である

こと(ソーラーシス

テムに限る。）。

2 集熱器と貯湯部

分が分離した設備

であること。

3 未使用品である

こと。

1 市内に住所を有し、原

則として自らが所有

し、自己の居住の用に

供する家屋(単身赴任

等の事由により一時的

に市外に居住する場合

において当該所有者と

生計を一にする家族が

居住する家屋及び店舗

又は事務所等を併用す

る家屋を含む。)におい

て利用するために補助

対象設備を設置する者

2 市内に事業所を置く

法人その他の団体及び

個人(以下「法人等」と

いう。)が原則として自

ら所有し、自己の事業

の用に供する事業所、

店舗、倉庫、工場等(以

下「事業所等」という。)

に補助対象設備を設置

する法人等

3 第 6 条の交付申請の

日において、前 2 号の

いずれにも該当しない

者であっても、第 7 条

の実績報告の日におい

て前 2 号のいずれかに

該当することとなる者

補助対象経費に

3 分の 1 を乗じ

て得た額(当該額

に 1,000 円未満

の端数が生じる

ときはこれを切

り捨てた額)とす

る。ただし、20

万円を限度とす

る。

3 蓄電

池設備

1 住宅用太陽光発

電設備に接続し、

1 市内に住所を有し、原

則として自らが所有

5 万円とする。

ただし、設置経



蓄電する設備であ

ること。

2 接続する太陽電

池の公称最大出力

の合計値又はパワ

ーコンディショナ

の定格出力が 10

キロワット未満の

ものであること。

3 蓄電容量が 1.0

キロワットアワー

以上のリチウムイ

オン蓄電池及び電

力変換装置を備え

ており、太陽光発

電により発電した

電力又は夜間電力

を繰り返し蓄え、

停電時や電力需給

ピーク時等に、必

要に応じて電気を

活用することがで

きること。

4 未使用品である

こと。

し、自己の居住の用に

供する家屋(単身赴任

等の事由により一時的

に市外に居住する場合

において当該所有者と

生計を一にする家族が

居住する家屋及び店舗

又は事務所等を併用す

る家屋を含む。)におい

て利用するために補助

対象設備を設置する者

2 第 6 条の交付申請の

日において、前号に該

当しない者であって

も、第 7 条の実績報告

の日において前号に該

当することとなる者

費が 5 万円未満

の場合は、その

金額(当該額に

1,000 円未満の

端数が生じると

きはこれを切り

捨てた額)を限度

とする。

4 木質

バイオ

マス熱

利用設

備

1 薪又はペレット

を燃料として使用

するストーブ又は

ボイラーであるこ

と。ただし、灯

油、重油等の化石

燃料と併用できる

ものを除く。

2 未使用品である

こと。

1 市内に住所を有し、原

則として自らが所有

し、自己の居住の用に

供する家屋(単身赴任

等の事由により一時的

に市外に居住する場合

において当該所有者と

生計を一にする家族が

居住する家屋及び店舗

又は事務所等を併用す

る家屋を含む。)におい

て利用するために補助

対象設備を設置する者

2 市内に事業所を置く

法人その他の団体及び

個人(以下「法人等」と

いう。)が原則として自

ら所有し、自己の事業

の用に供する事業所、

店舗、倉庫、工場等(以

補助対象経費に

3 分の 1 を乗じ

て得た額(当該

額に 1,000 円未

満の端数が生じ

るときはこれを

切り捨てた額)

とする。ただ

し、15 万円を限

度とする。



下「事業所等」という。)

に補助対象設備を設置

する法人等

3 第 6 条の交付申請の

日において、前 2 号の

いずれにも該当しない

者であっても、第 7 条

の実績報告の日におい

て前 2 号のいずれかに

該当することとなる者


